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下下 水水 道道 事事 業業  
１１  下下水水道道事事業業のの沿沿革革とと現現況況  

 本市の下水道事業は、昭和42年からＪＲ相模原駅周辺を中心に、汚水と雨水を同一の下水管で排除する合流

式として整備に着手し、その後、神奈川県が相模川流域下水道事業計画を策定したことから、同事業への参画

に合わせて雨水と汚水を別々の下水管で排除する分流式へ変更した。 

 汚水については、平成12年度末には、市街化区域のほぼ全域の汚水管整備が完了し、平成14年度からは、市

街化調整区域の汚水管整備を進めている。 

 平成18年及び19年の津久井湖・相模湖などの水源を抱える旧津久井4町との合併後は、旧4町の公共下水道整

備区域を縮小し、新たに高度処理型浄化槽整備区域の指定を行い、両事業を並行して進めている。また、藤野

地区の一部では、農業集落排水処理施設で汚水処理を行っている。 

 雨水対策については、市制施行以来の都市化に伴う排水路整備に始まり、昭和40年代から浸水対策として雨

水管整備に着手し、昭和50年代からは当該整備を補完するため、雨水調整池の整備にも着手した。 

 また、更なる都市化の進展に伴う流出量の増加や保水機能の低下に起因する浸水被害に対応するため、平成

16年度に｢相模原市雨水対策基本計画｣、平成23年度に｢改定・相模原市雨水対策基本計画｣を策定し、令和4年度

には、気候変動による降雨量増加や事前防災減災の観点を取り入れた｢第3次相模原市雨水対策基本計画｣を策定

して事業を推進している。 

 平成25年4月からは、下水道事業(公共下水道事業・農業集落排水事業・高度処理型浄化槽事業)の経営状況及

び財政状況の明確化を図るため、地方公営企業法の一部適用により企業会計方式を導入し、経理を行うととも

に、使用料体系の統一を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２  公公共共下下水水道道（（汚汚水水・・雨雨水水））  

（（１１））下下水水道道基基本本計計画画  

 本市の下水道基本計画は、相模川流域下水道計画を上位計画として、次のとおり計画されている。 

(汚水)［目標年次］令和12年 ［計画処理区域面積］10,169.80ha ［計画処理人口］677,000人 

［排除方式］分流式   ［1人1日最大汚水量］300ℓ/人･日  ［1人1日平均汚水量］240ℓ/人･日 

(雨水)［目標年次］令和12年 ［計画排水区域面積］11,812ha    ［排水方式］分流式 

 

 

 

 

高度処理型浄化槽事業 

公 共 下 水 道 事 業 

( 汚 水 ・ 雨 水 ) 

下 水 道 事 業 相模川流域下水道事業(汚水) 

農業集落排水事業 
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（（２２））都都市市計計画画決決定定、、都都市市計計画画法法事事業業認認可可及及びび下下水水道道法法事事業業計計画画  

ア 都市計画決定  

名      称 計画面積(ha) 

相模原都市計画下水道第1号公共下水道 6,580 
流域関連 

全て分流式 相 模 湖 津 久 井 都 市 計 画 下 水 道 

第 1 号 相 模 湖 津 久 井 公 共 下 水 道 
  778 

イ 都市計画法事業認可 

名    称 事業期間 
認可面積 

(ha) 

相模原都市計画下水道事業 

第 1 号 公 共 下 水 道 

昭和42年度～ 

令和12年度 
6,580 

相模湖津久井都市計画下水道事業 

第1号相模湖津久井公共下水道 

平成元年度～ 

平成30年度 
  778 

ウ 下水道法事業計画 

〔名称〕相模川流域関連相模原公共下水道事業(汚水) 

名 称 処理面積(ha) 予定処理区域内人口(人) 

相 模 原 市 8,362.56 656,861 

内

訳 

旧相模原市域 6,934.98 611,777 

城 山 地 区   348.33  20,080 

津 久 井 地 区   515.21  17,793 

相 模 湖 地 区   344.46   3,767 

藤 野 地 区   219.58   3,444 

〔名称〕相模川流域関連相模原公共下水道事業(雨水) 

名 称 排水面積(ha) 

相 模 原 市 7,664.57 

内

訳 
旧相模原市域 6,742.44 

城 山 地 区   275.95 

津 久 井 地 区   209.28 

相 模 湖 地 区   221.00 

藤 野 地 区   215.90 

（（３３））整整備備状状況況  

 令和7年度末における下水道整備面積は7,826.19haで下水道処理区域内人口普及率は97.7％、市街化区域内

(在日米陸軍相模総合補給廠及び相模原住宅地区を除く)雨水管きょの整備済区域面積は3,674.0haで雨水排

水整備率は55.8％となっている。 

（（４４））使使用用料料  

 昭和54年7月1日からの処理開始に伴い、使用者から汚水の排水量に応じて使用料を徴収している。 

 平成15年4月からは、使用料の徴収事務を県企業庁に委託し、水道料金との一括納付制度としている。 
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使用料の状況           (各年度末現在 税込) 

 調定額(円) 収納額(円) 

令和5年度 9,366,506,275 7,812,174,139 

令和6年度 9,372,235,204 7,716,049,658 

令和7年度 9,295,653,742 7,583,749,982 

（（５５））受受益益者者負負担担金金及及びび分分担担金金  

 昭和43年度から市街化区域における公共下水道(汚水)の整備費の一部に充てるため、当該年度の整備区域

内の土地所有者等から権利を有する土地の面積に応じて受益者負担金を徴収している。 

 平成14年度からは、市街化調整区域の整備費の一部に充てるため、同様に受益者分担金を徴収してい

る。 

 なお、津久井地区、相模湖地区及び藤野地区の区域においては都市計画法に規定する区域区分の定めが

ないため、用途地域が定められている区域は負担金、その他の区域は分担金として徴収している。 

受益者負担金の状況                  (各年度末現在 不課税)  

 調定額(円) 収納額(円) 

令和5年度 29,552,900 28,996,500 

令和6年度 17,195,000 17,152,600 

令和7年度 46,198,100 40,066,200 

受益者分担金の状況                  (各年度末現在 不課税)  

 調定額(円) 収納額(円) 

令和5年度 22,179,400 19,599,500 

令和6年度 18,970,600 17,223,600 

令和7年度 13,610,100 11,099,600 

（（６６））水水洗洗化化のの促促進進  

ア 水洗化の状況 

 公共下水道の処理区域では、処理開始の日から3年以内にくみ取便所を水洗便所に、また、浄化槽式の便

所は速やかに公共下水道に流す方式に改造することが義務付けられており、令和7年度末には区域内人口

697,552人のうち693,198人が水洗化し、水洗化率は99.4％となっている。 

イ 水洗化工事資金融資あっせん制度 

 水洗便所等への改造を促進するため、水洗化工事資金融資あっせん規則に基づき、改造資金の融資あっ

せんを行っており、市は取扱金融機関に資金を預託することで、貸付利率の軽減を図っている。 

・融 資 額：改造工事費と改造のための給水工事費の合計額の範囲以内で、大便器1個につき50万円を

超えない額で1万円を単位とする。 

・融資利率：2.50%(平成8年4月1日から) 

・償還期間：42か月以内 

ウ 水洗化工事費特別助成制度 

 生活保護法による生活扶助を受けている方又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律による生活支援給付を受けている方が水洗便所に改造する場合、予算の範囲内にお

いて改造工事費と改造のための給水工事費の合計額を助成金として交付している。 

エ 未接続家屋訪問指導 

 平成7年度から公共下水道整備済区域内における未接続家屋の訪問調査、接続指導及び相談業務を実施し

ている。 
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（（７７））水水質質調調査査・・指指導導  

特定施設及び除害施設に係る各種届出の受付審査業務           (単位：件) 

 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

特定施設関係届出受付件数 145 93  109 

除害施設関係届出受付件数  16  16  5 

特定事業場数 450 444 435 

除害施設設置事業場数  27  25  25 

※ 特定施設：酸又はアルカリによる表面処理施設など、下水道法により定められた 

有害物質を含む排水を生じる施設等 

※ 除害施設：特定施設からの下水や下水道の施設等に損傷を与えるおそれのある下水を 

排除基準に適合するよう処理する施設 

公共下水道処理区域内の事業場排水の水質調査                  (単位：件) 

 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

調査対象事業場数  79  78  76 

調査対象事業場における調査件数 280 275 271 

基準不適合の指導に対する改善事業場数   7   7   3 

特定施設の設置等に対する立入検査                       (単位：件) 

 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

特定事業場への検査件数 22 13 19 

除害施設設置事業場への検査件数  3  3  2 

  

（（８８））ポポンンププ場場  

 汚水の自然流下が困難な地域においては自然流下が可能なところまで汚水を圧送しなければならないため、

現在6箇所のポンプ場を設置している。 

市内ポンプ場の施設概要 

名 称 所 在 地 
計画処理面積

(ha) 

計画汚水量 

(㎥/秒) 
供用開始日 

深堀ポンプ場 南区上鶴間3丁目21番1号 275.22 0.232 平成元年4月1日 

古淵ポンプ場 南区古淵4丁目11番1号 47.51 0.043 平成5年4月1日 

中和田ポンプ場 南区上鶴間本町9丁目51番4号 134.02 0.121 平成6年4月1日 

中淵ポンプ場 中央区東淵野辺2丁目8番11号 63.36 0.041 平成8年4月1日 

当麻ポンプ場 南区下溝1343番地1 748.97 0.193 平成8年10月1日 

久所ポンプ場 中央区水郷田名4丁目1番1号 59.67 0.015 平成9年4月1日 
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（（９９））合合併併処処理理浄浄化化槽槽のの設設置置補補助助  

 公共下水道の整備予定がない又は早期整備が見込めない区域において、専用住宅又は店舗等併用

住宅(建物を販売又は賃貸する場合を除く)の既存の単独処理浄化槽又はくみ取便所を廃止し、合併

処理浄化槽を設置する場合(転換)に、設置に要する補助金の交付を予算の範囲内で行っている。 

補助実績                     (単位：基) 

種 別 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

5 人 槽 1 0 0 

6 ・ 7 人 槽 0 2 0 

8 人槽以上 0 0 0 

計 1 2 0 

（（1100））相相模模川川流流域域下下水水道道事事業業  

 相模川の水質保全及び水質源の確保を図る目的で、県及び関係11市町により昭和44年から事業着手した。 

 翌年度には、旧城山町、平成元年度からは大磯町・旧津久井町・旧相模湖町・旧藤野町の4町が加わり、平

成12年度には16市町(相模原市と旧津久井4町との合併により現在は12市町)の全てが処理を開始した。 

 本市の汚水が流入する左岸幹線、座間海老名幹線は全線が整備完了となっている。 

ア 相模川流域下水道の計画概要 

［処理面積］左岸約18,524ha 右岸約11,674ha 計約30,199ha ［処理方法］分流式・一部合流式 

イ 相模川流域下水道事業負担金 

 県と相模川流域の12市町が建設費を負担し、県が整備を進めており、12市町の負担率は計画汚水量の比

率によって定められている。 

 また、施設の維持管理に要する費用は、発生汚水量の比率によって負担額が定められている。 

相模川流域下水道事業負担金の負担率と負担額の推移 

 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

負担率 

(％) 
負担額(千円) 

負担率 

(％) 
負担額(千円) 

負担率 

(％) 
負担額(千円) 

建 設 費 32.83 294,350 32.83 318,234 32.83 285,400 

維 持 管 理 費 34.64 2,918,035 34.44 3,154,070 34.30 3,131,885 

計 － 3,212,385 － 3,472,304 － 3,417,285 

 

３３  雨雨水水対対策策関関連連事事業業  

（（１１））雨雨水水調調整整池池のの活活用用  

 公共下水道の雨水幹線の整備及びその流出先である河川の改修が未了であることから、雨水貯留施設とし

て雨水調整池を活用し、雨水の流出抑制を図っている。 

下水道事業者が管理する雨水調整池        (各年度末現在) 

 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

管理箇所数 120 121 121 

貯留量(㎥) 464,449 466,718 466,718 

（（２２））雨雨水水浸浸透透施施設設のの設設置置指指導導  

 開発行為等の場合は、区域内の雨水の適切な処理を行うため、開発規模に応じ雨水調整池や雨水浸透施設

の設置指導を行っている。 
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令和７年度開発行為(許可)により設置された貯留浸透施設 

 件数 
開発面積 

(㎡) 

雨水抑制量 

(㎥) 

境川 32 69,411.2 3,206.0 

目久尻川 1   926.6 29.5 

相模川 9  16,915.2 481.4 

八瀬川 2   41,234.4 42.0 

鳩川 21 27,199.4 684.6 

道保川 1   1,062.2 23.8 

姥川 15  50,511.0 1,072.9 

計 81 207,260.0 5,540.2 

（（３３））雨雨水水浸浸透透まますす設設置置助助成成  

 雨水の流出抑制及び地下水の涵養等を図るため、一般住宅の新改築などの際に、宅地内に降った雨を地下

に浸透させ、雨水の流出を抑えるための雨水浸透ますの設置を指導しており、平成13年4月からは雨水浸透ま

す設置費用の一部を助成する｢雨水浸透ます設置助成金交付事業｣制度を創設している。 

 また、平成18年4月からは、合流改善整備事業対象区域内において、公共汚水ますに雨水管が接続されてい

る場合の雨水管の切離し及び敷地内に雨水浸透ますを設置する工事費用の一部を助成する｢合流改善整備促進

助成金交付事業｣制度を創設し、市民の理解と協力を得てその促進に努めている。 

助成金の交付状況 

区 分 
令和5年度 令和6年度 令和7年度 

件数 総額(千円) 件数 総額(千円) 件数 総額(千円) 

新 設 2 65 4 91 3 84 

交 換 0  0 0  0 0  0 

  

４４  農農業業集集落落排排水水事事業業  

  農業集落における生活環境の向上と公共用水域の水質保全等を図るため、旧藤野町牧野に農業集落排水処理

施設を整備し、平成8年4月1日から供用開始している。平成27年度にはダム湖のアオコの発生原因とされる窒素・

リン除去のため、施設の機能強化(高度化)を図った。 

（（１１））事事業業概概要要  

施 設 名 大久和排水処理施設(大久和、中尾及び川上の一部が対象) 

処 理 方 法 鉄溶液注入連続流入間欠ばっ気方式＋砂ろ過 

処 理 対 象 排 水 し尿及び生活雑排水 

排 除 方 式 分流式 

処理戸数・人口 106戸・198人(令和7年度末現在) 

計 画 区 域 面 積 26ha 

計 画 汚 水 量 130㎥/日 

（（２２））使使用用料料及及びび受受益益者者分分担担金金  

使用料の状況      (各年度末現在 税込) 受益者分担金の状況 (各年度末現在 不課税) 

 調定額(円) 収納額(円)   調定額(円) 収納額(円) 

令和5年度 2,656,265 2,159,798  令和5年度 150,000 150,000 

令和6年度 2,754,399 2,285,730  令和6年度 150,000 150,000 

令和7年度 2,558,105 2,063,094  令和7年度 0 0 
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５５  高高度度処処理理型型浄浄化化槽槽事事業業  

 公共下水道が整備されていない津久井地域のダム集水区域では、窒素、リンなどを多く含む生活排

水がダム湖へ流入し、これらが原因とされるアオコが発生して悪臭など生活環境や水環境を悪化させ

る原因となっている。 

 こうしたことから、川や湖の水質保全を図るため、本市では、平成21年7月から下水道整備計画区域

外の建物を対象に、申請に基づき高度処理型浄化槽を設置し、維持管理を行う生活排水処理対策事業

に着手した。 

（（１１））高高度度処処理理型型浄浄化化槽槽設設置置状状況況（（寄寄付付基基数数をを含含むむ））  

(各年度末現在 単位：基)  

地 区 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

城 山 地 区 7 (0) [0] 7 (0) [0] 7 (0) [0] 

津久井地区 648 (46) [0] 688 (40) [0] 727 (39) [0] 

相模湖地区 113 (6) [0] 114 (1) [0] 121 (7) [0] 

藤 野 地 区 724 (25) [0] 747 (23) [0] 764 (17) [0] 

計 1,492 (77) [0] 1,556 (64) [0] 1,619 (63) [0] 

※ ( )内は当該年度設置基数、[ ]内は当該年度寄付基数 

（（２２））使使用用料料及及びび受受益益者者分分担担金金  

使用料の状況      (各年度末現在 税込) 受益者分担金の状況 (各年度末現在 不課税) 

 調定額(円) 収納額(円)   調定額(円) 収納額(円) 

令和5年度 46,824,471 38,891,364  令和5年度 5,769,200 5,019,600 

令和6年度 47,922,378 39,685,319  令和6年度 8,334,800 7,171,200 

令和7年度 49,625,857 40,748,408  令和7年度 7,033,300 6,426,200 

 

 

【【下下水水道道経経営営課課……11～～33】】  

【【下下水水道道料料金金課課……22、、44、、55】】  

【【下下水水道道保保全全課課……22、、33】】  

【【津津久久井井下下水水道道事事務務所所……33～～55】】  
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簡簡 易易 水水 道道 事事 業業  
１１  事事業業概概要要  

（（１１））青青根根簡簡易易水水道道  

 青根簡易水道は、宮ケ瀬ダム関連工事に伴い、既存水源の枯渇が懸念されたため、安定的な飲料水を確保

する目的で、国が補償工事として新たな水源の確保や浄水場等の基幹施設の整備を行い、旧津久井町が引継

ぎ、平成15年4月より供用開始された施設で、平成18年3月20日の合併により、市の簡易水道事業として運営

している。 

（（２２））葛葛原原簡簡易易水水道道・・牧牧野野中中央央簡簡易易水水道道  

 葛原簡易水道は、昭和46年4月から給水を開始し、平成24年3月15日付で神奈川県の認可を受け、市の水道

事業として運営している。 

 牧野中央簡易水道は、平成15年4月に公営水道として給水を開始し、平成27年9月30日及び平成30年3月26日

付で同県の認可を受け、市の簡易水道事業として運営している。 

 

２２  事事業業実実績績（（令令和和７７年年度度））                     (令和8年3月31日現在)  

 
計画給水人口 現在給水人口 給水戸数 年間総給水量 

一日平均 

給水量 

青根簡易水道   930人   519人 288戸  151,571㎥  415㎥ 

葛原簡易水道   300人   293人  119戸   23,785㎥   65㎥ 

牧野中央簡易水道 1,386人 1,330人  597戸  120,340㎥  329㎥ 

合計 2,616人 2,142人  1,004戸  295,696㎥  809㎥ 

  

３３  主主なな水水道道施施設設                          (令和8年3月31日現在) 

 青根簡易水道 葛原簡易水道 牧野中央簡易水道 

取水施設 
深井戸  2箇所 9箇所 

取水口 1箇所  2箇所 

貯水施設 原水貯留槽 1基(580㎥)   

浄水施設 
浄水池 1箇所(816㎥)   

膜ろ過設備 1基(1,100㎥/日)  2基(103㎥/日) 

配水施設 配水池 3箇所(560㎥) 2箇所(192㎥) 9箇所(536㎥) 

  

４４  水水質質管管理理  

（（１１））水水質質検検査査  

 毎年、水道法で規定された水質基準に係る水質検査計画を策定し、これに基づき登録機関への委託による

検査を実施し、結果公表を行っている。 

（（２２））水水質質管管理理目目標標設設定定  

 将来にわたり水道水の安全性の確保等に万全を期する見地から、国が示す水質基準を補完する項目のうち

｢水道法で定められた浄水の供給と給水栓での残留塩素濃度0.1㎎/L以上の確保｣を当該目標として設定し、水

質管理を行っている。  

 

【【津津久久井井下下水水道道事事務務所所……11～～44】】  
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